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第２ 法人税法の一部改正
１ 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税について、次の見直しを行う。（第八十二条の
三関係）
 特定多国籍企業グループ等の最終親会社等が次に掲げる要件その他の要件を満たしていると
国際的に認められる国又は地域として財務大臣が指定する国又は地域を所在地国とする場合に
は、その特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等に係るグループ国際最低課税額及びそ
の特定多国籍企業グループ等に係る共同支配会社等に係るグループ国際最低課税額を零とする
適用免除基準を設ける。
イ その国又は地域の租税に関する法令（令和十一年一月一日前に制定されたものに限る。ロ
において同じ。）において、百分の二十以上の税率により会社等の所得に対する租税を課する
こととされていること。
ロ その国又は地域の租税に関する法令において、他の会社等に持分を直接又は間接に有され
る会社等（以下「子会社等」という。）がその本店又は主たる事務所の所在する国又は地域に
おいてその事業の管理、支配及び運営を自ら行っていない場合その他の場合において、その
子会社等の所得の金額を当該他の会社等の収益の額とみなして益金の額に算入する規定で
あって、原則としてその子会社等の全ての所得の金額を基礎としてその益金の額に算入する
金額を算出するものが設けられていること。

 その他所要の措置を講ずる。
２ 各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税について、次の見直しを行う。（第八十二
条の十一関係）
 特定多国籍企業グループ等の最終親会社等が、その国又は地域の租税に関する法令（令和八
年一月一日において施行されていたものに限る。）において百分の二十以上の税率により会社等
の所得に対する租税を課することとされていることその他の要件を満たしていると国際的に認
められる国又は地域として財務大臣が指定する国又は地域を所在地国とする場合には、その特
定多国籍企業グループ等のグループ国際最低課税残余額には、その最終親会社等の所在地国に
係る部分の金額を含まないものとする適用免除基準を設ける。
 その他所要の措置を講ずる。

 国税庁長官は、プラットフォーム事業者のその課税期間において、その提供するデジタルプ
ラットフォームを介して行われるイ及びロに掲げる資産の譲渡に係る対価の額のうち、当該
プラットフォーム事業者を介して収受するものの合計額が五十億円を超える場合には、当該プ
ラットフォーム事業者を第二種プラットフォーム事業者として指定をするものとする。
 の指定を受けるべき者は、その課税期間に係る確定申告書の提出期限までに、一定の事項
を記載した届出書をその納税地を所轄する税務署長を経由して国税庁長官に提出しなければな
らない。
 国税庁長官は、第二種プラットフォーム事業者を指定したときは、当該特定プラットフォー
ム事業者に対してその旨を通知するとともに、当該第二種プラットフォーム事業者に係るデジ
タルプラットフォームの名称等について速やかに公表しなければならないこととし、当該通知
を受けた第二種プラットフォーム事業者は、の適用対象となる事業者に対して、が適用さ
れることとなる旨及びその年月日を通知するものとする。
 の適用を受ける第二種プラットフォーム事業者は、イの国外事業者が国内において行っ
た課税仕入れ及び当該国外事業者が行った課税貨物の保税地域からの引取りのうち、により
第二種プラットフォーム事業者が行ったものとみなされるイに掲げる資産の譲渡にのみ要す
るものを、あらかじめ当該国外事業者の承諾を得て、当該第二種プラットフォーム事業者が行っ
たものとみなして、仕入税額控除の適用を受けることができる。
 第二種プラットフォーム事業者は、確定申告書にの対象となる金額等を記載した明細書を
添付しなければならない。
 その他所要の措置を講ずる。

第３ 消費税法の一部改正
１ 国境を越えた電子商取引に係る課税の対象について、次の見直しを行う。
 資産の譲渡等のうち、通信販売の方法として一定の方法による国内以外の地域に所在する資
産（一の資産について対価の額が一万円以下であり、かつ、国内以外の地域から国内に宛てて
発送されるものに限る。）の譲渡（以下「特定少額資産の譲渡」という。）について、国内におい
て行われたものとする。（第二条、第四条関係）
 保税地域から引き取られる課税貨物のうち、３イの登録を受けた事業者（以下「特定少額
資産販売事業者」という。）が行う特定少額資産の譲渡に係る課税貨物（次に掲げる事項が当該
課税貨物の輸入申告書等に付記されているものに限る。）については、消費税を免除する。（第八
条の二関係）
イ 当該課税貨物に係る特定少額資産の譲渡を行った特定少額資産販売事業者の登録番号
ロ 当該課税貨物が特定少額資産の譲渡に係るものである旨
 簡易課税制度における仕入控除税額の計算の基礎となる課税資産の譲渡等の範囲から特定少
額資産の譲渡に該当するものを除外する。（第三十七条関係）
 事業者（免税事業者を除く。）が、特定少額資産の譲渡を行った場合において、当該特定少額
資産の譲渡に係る課税貨物の保税地域からの引取りについて当該課税貨物に消費税が課された
ときは、当該課税貨物に消費税が課された場合に該当することとなった日の属する課税期間の
課税標準額に対する消費税額から当該課税貨物に係る特定少額資産の譲渡に係る消費税額の合
計額を控除する。（第四十条関係）

２ 資産の譲渡に係るプラットフォーム課税制度を次のとおり創設する。（第十五条の三関係）
 次に掲げる資産の譲渡がデジタルプラットフォームを介して行われるものであって、その対
価についての指定を受けたプラットフォーム事業者（以下「第二種プラットフォーム事業者」
という。）を介して収受するものである場合には、当該第二種プラットフォーム事業者が当該資
産の譲渡を行ったものとみなす。
イ 国外事業者が国内において行う資産の譲渡（これに付随して行われる資産の譲渡等を含む
ものとし、特定少額資産の譲渡に該当するものを除く。）
ロ 事業者が行う特定少額資産の譲渡

３ 特定少額資産販売事業者登録制度を次のとおり創設する。
 特定少額資産販売事業者登録制度（第二条、第九条、第五十七条の七関係）
イ 特定少額資産の譲渡を行う事業者（免税事業者を除く。）であって、当該特定少額資産の譲
渡に係る課税貨物について１の適用を受けて他の者に保税地域からの引取りを行わせよう
とする事業者は、納税地を所轄する税務署長に申請書を提出して税務署長の登録を受けるこ
とができる。
ロ 税務署長は、イの登録を受けた特定少額資産販売事業者の氏名又は名称及び登録番号等の
一定の事項を登録後速やかに公表しなければならない。
ハ 特定少額資産販売事業者が登録の取消しを求める届出書を納税地を所轄する税務署長に提
出した場合には、当該登録は、その効力を失う。
ニ 特定少額資産販売事業者については、事業者免税点制度を適用しない。
 特定少額資産販売事業者は、特定少額資産の譲渡を行った場合には、当該特定少額資産の譲
渡に係る資産の発送に係る仕入書等に次に掲げる事項を記載し、又は記録し、かつ、当該特定
少額資産の譲渡に係る資産を輸入しようとする者又はその者の輸入の申告を代理する通関業者
に対し、当該事項を通知しなければならない。（第五十七条の八関係）
イ 当該特定少額資産販売事業者の登録番号
ロ 当該資産が当該特定少額資産の譲渡に係る資産に該当する旨
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